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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 　
第102期

第２四半期連結
累計期間

第103期
第２四半期連結
累計期間

第102期

会計期間
　
　

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高 （千円） 183,910 213,853 391,972

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △10,217 148 △11,461

四半期（当期）純損失

（△）

　

（千円）
△19,441 △5,347 △30,354

四半期包括利益又は包括

利益

　

（千円）
△21,744 △3,604 △33,481

純資産額 （千円） 1,244,2691,227,1331,232,337

総資産額 （千円） 1,486,2751,631,6401,510,663

１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）

　

（円）
△0.05 △0.02 △0.08

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

　

　

（円）

― ― ―

自己資本比率 （％） 83.7 75.2 81.6

営業活動による

キャッシュ・フロー

　

（千円）
△145,699△218,826△313,320

投資活動による

キャッシュ・フロー

　

（千円）
76,748 △9,125 72,417

財務活動による

キャッシュ・フロー

　

（千円）
△2 99,990 △5　

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高

　

（千円）
342,754 42,838 170,799

　

回次 　
第102期

第２四半期連結
会計期間

第103期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
　
　

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純利益

金額又は四半期損失金額

（△）

　

（円）
△0.07 0.02

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失のため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な

変更があった事項は、次のとおりです。

　尚、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。　また、以下の見出しに付された項目番号は前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事業

等の情報　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものであります。

　

　（10）持分法適用関連会社の経営成績及び財政状態、特にリファイナンスにかかるリスク

当社には持分法適用会社として連結子会社が38.6％の株式を保有するディーワンダーランド（ＤＷ)　とその完

全子会社である大黒屋があります。当社としては連結経営の観点からその方針に一定の影響を及ぼすことは可能

ですが、方針そのものの決定は行うことは出来ません。

また大黒屋の営業規模からその財政状態及び経営成績の変動は当社グループの財政状態ならびに経営成績にも大

きな影響を与える可能性があります。特に、大黒屋は現在、銀行団とリファイナンスの交渉を行っており、返済

期日は既に到来し、３ヶ月の間当該借入金に係る大黒屋株式の質権実行を猶予する合意を得て、鋭意金融機関と

協議を進めておりますが、本リファイナンスの成否は当社グループの業績と財務状況に著しい影響を及ぼす可能

性があります。

　　　

（継続企業の前提に関する重要事象等）　

当社グループは、電機事業が長期にわたり厳しい事業環境下にあることから、前々連結会計年度44百万円、前連結

会計年度30百万円の当期純損失を計上、当第２四半期連結累計期間においても、電機事業からの売上高213百万円に

よる売上総利益30百万円から販売・管理費を差し引き営業損失は206百万円、これに好調な投資事業からの持分法

投資利益202百万円を計上し、第２四半期連結累計純損益では５百万円の損失となっております。

第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は42百万円を確保しておりますが、向こう１年間の資金

収支状況から当連結会計年度第３四半期中に資金確保が必要となる予定であります。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。

　当社グループは当該状況を解消・改善するための対応を行っておりますが、資金調達や新規事業の開発には、投資

家や事業パートナーとの交渉を要することから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。なお、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況の詳細および当社グループとしての具体的な施

策に関しましては、「３．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(5）継続企業の前提に関する

重要事象等について」に記載のとおりであります。                　

　

　

   

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日）において、経営上の重要な契約等の決定又

は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況  

　当第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日）におけるわが国経済は,東日本大震災の

影響により落ち込んだ生産活動も立ち直りつつありましたが、欧州債務問題を背景とした急速な円高進行による企

業収益悪化の懸念や世界経済に不安が広がっており、日本経済の先行きの不透明さが増しております。また、雇

用・所得環境が改善されないことから個人消費の先行きも懸念される状況となっております。 

　当社グループ（当社及び連結子会社）を取り巻く環境におきましても、民間設備投資回復のきざしはみられるも

のの依然低水準であり、当社の属する電機事業業界においては、市場規模が小さいことから依然厳しい状況が続い

ております。

　他方、当社の持分法適用会社においては、既存店の売上は対前年同期比ほぼ横ばいで推移したものの、金相場の

上昇を背景として貴金属関連の売上高が前年同期の3倍で推移したため、同連結累計期間における売上高は対前年

同期比16.0％増加し、売上総利益でも対前年同期比5.0％増加いたしました。

　このような状況のもとで、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高213百万円（前年

同期比16.3％増）、営業損失206百万円（前年同期比６百万円改善）、経常利益０百万円（前年同期比10百万円

改善）、当四半期純損失５百万円（前年同期比14百万円改善）となりました。 

　製品群別の概況及びセグメントの業績は次のとおりであります。産業用照明機器群におきましては、売上高178百

万円（前年同期比19.7％増）、電気工事材群におきましては、売上高4百万円（同213.5％増）、制御機器群におきま

しては、売上高30百万円（同7.1％減）となりました。なお、電機事業全体の売上高は213百万円と前年同期比
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16.3％増を計上し、震災の影響を受け材料費が上昇したものの、利益率の向上に注力し、電機事業自体の売上総利益

は30百万円を計上いたしました。 

　このような状況において、当社としては、顧客に対して製造原価上昇分の販売価格への転嫁を改めて交渉する一

方、製品別の利益巾の改善を進めるとともに、代行店の協力を得ながら、顧客の節電対応により需要が顕在化して

いるＬＥＤ製品の新たな販路の開拓に引き続き邁進してまいります。 

　なお、投資事業につきましては、平成21年７月１日付けで当社は株式会社エスビーオー（ＳＢＯ）を買収して連

結子会社とし、ＳＢＯの完全子会社であるオリオン・キャピタル・マネージメント株式会社を通じて株式会社ディ

ーワンダーランド（以下「ＤＷ」という。）の株式を38.6％保有する形となっております。ＤＷが高収益をあげて

いる質店・中古ブランド品売買の最大手である株式会社大黒屋（以下「大黒屋」といい、ＤＷ及び大黒屋を総称し

て「ＤＷグループ」という。）の株式を100％所有していることから、ＤＷグループは当社の持分法適用会社とな

っており、大黒屋の業績が順調に推移していることから、当第２四半期連結累計期間において、202百万円の持分法

投資利益を計上しております。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

　　　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

　　比べ127百万減少し、42百万円となりました。

　  当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 　 営業活動の結果減少した資金は、215百万円（前年同四半期は145百万円の資金減少）となりました。

　　税金等調整前四半期純損失３百万円に、持分法による投資利益202百万円が大きく影響を与えたことによるもの

　　であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　 投資活動の結果減少した資金は、９百万円（前年同四半期は76百万の資金増加）となりました。　

　　　減少は、有形固定資産の取得による支出によるものであります。　

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

     財務活動の結果増加した資金は、99百万円（前年同四半期は０百万円資金減少）となりました。

     これは主に、短期借入れによる収入によるものであります。

　

　（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。
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(4)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の金額は880千円であります。

　

(5)継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループは、電機事業が長期にわたり厳しい事業環境下にあることから、前々連結会計年度44百万円、前連結

会計年度30百万円の当期純損失を計上、当第２四半期連結累計期間においても、電機事業からの売上高213百万円に

よる売上総利益30百万円から販売・管理費を差し引き営業損失は206百万円、これに堅調な投資事業からの持分法

投資利益202百万円を計上し、四半期純損益では５百万円の損失となっております。

　　

第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は42百万円を確保しておりますが、向こう1年間の資金

収支状況から当連結会計年度第３四半期中に資金確保が必要となる予定であります。現在、当社グループの事業内

容や成長性に興味をもつ投資家と資金調達に関する話合いを行っておりますが、具体的な条件の合意には到ってお

らず、投資家との交渉如何によっては、当社グループの資金繰りが厳しくなる可能性があります。　

当該状況により、現時点においては、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在し

ております。

　当社グループでは当該事象を解消すべく、以下の対応を進めております。

　

①　資本政策実行計画の具体化

前々連結会計年度におきまして、当社は新株予約権行使により総額490百万円の資金調達を行っておりますが、当

年度第３四半期を目処として、新株予約権の発行等の直接調達の実施を行う予定でおります。当社グループの事業

内容や成長性に興味をもつ投資家がおりますので、早急に条件の合意を得て資金調達の実施を図ります。

　

②　投資収益の極大化

持分法適用会社であるＤＷグループからの持分法投資利益は、震災や円高による影響が懸念されたものの、前第

２四半期連結累計期間202百万円に対し当第２四半期連結累計期間は202百万円と堅調に推移いたしました。ブラン

ド品リサイクル事業が高収益であることから、同事業の更なる展開による投資収益の極大化を図るとともに、当社

のリソースを活用しアジアの企業家と新たに投資案件を発掘・開発することにより、アジアの高成長を取り込み収

益基盤の向上を目指します。　

　

③　電機事業部門の再構築　

省電力・環境対応型製品を中心とする新規顧客開拓による売上げの増加、予算管理の徹底、選別受注、在庫管理の

強化、製造経費削減、販売強化により粗利益の増加を図ります。

　

　以上の対応を進め、当該状況の解消、改善を図って参りますが、資金調達や新規事業の開発には、投資家や事業パー

トナーとの交渉を要することから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,040,000,000

計 1,040,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
　現在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 342,176,165 342,176,165
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 342,176,165 342,176,165 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
― 342,176,165 ― 2,119,000 ― 1,896,652
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有
株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合
   （％）

アーハットパートナーズリミテッ

ド（常任代理人 スタンダード

チャータード銀行）　

Commence Chambers,RoadTown,Tortola,

British Virgin Islands

(東京都千代田区永田町2-11-1　山王パークタワー)

60,119 17.57

豊田 玄 宮城県気仙沼市 7,300 2.13

アイビージェイアジアセキュリ

ティーズエルティディークライア

ントアカウント（常任代理人　株式

会社みずほコーポレート銀行決済

営業部）

17TH FLOOR,TWO PACIFIC PLACE 88　

QUEENSWAY,HONG KONG

(中央区月島4丁目16-13)

6,667 1.95

㈱バネット 東京都世田谷区経堂5-13-10 3,429 1.00

田村 都志雄 富山県魚津市 3,000 0.88

㈱九州カイリック 富山県魚津市三ヶ227-73 2,300 0.67

豊田 収 宮城県気仙沼市 2,100 0.61

鈴木 和彦 北海道札幌市 2,000 0.58

魚津海陸運輸倉庫㈱ 富山県魚津市三ヶ227-73 2,000 0.58

㈱北海道カイリック 富山県魚津市三ヶ227-73 2,000 0.58

計 － 90,915 26.53
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等）  ― ― ―

議決権制限株式（その他）  ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　  74,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 341,971,000 341,971 ―

単元未満株式 普通株式      131,165 ―
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数  342,176,165 ― ―

総株主の議決権  ― 341,971 ―

　（注）1.「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

　      2.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式173株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

森電機株式会社
　東京都港区高輪二丁目

　15番８号
74,000 ― 74,000 0.02

　

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明誠監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 170,799 42,838

受取手形及び売掛金 124,941 133,033

商品及び製品 10,924 17,661

仕掛品 34,408 41,741

原材料及び貯蔵品 64,535 87,213

未収入金 1,636 1,850

その他 13,787 15,512

貸倒引当金 △283 －

流動資産合計 420,751 339,852

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 115,977 116,627

減価償却累計額 △72,595 △73,265

建物及び構築物（純額） 43,381 43,361

機械装置及び運搬具 128,766 128,019

減価償却累計額 △125,445 △122,616

機械装置及び運搬具（純額） 3,320 5,403

工具、器具及び備品 184,611 185,075

減価償却累計額 △183,395 △183,675

工具、器具及び備品（純額） 1,215 1,400

土地 18,510 15,810

有形固定資産合計 66,428 65,975

無形固定資産

その他の施設利用権 4,938 4,648

無形固定資産合計 4,938 4,648

投資その他の資産

投資有価証券 999,684 1,202,363

長期滞留債権 199,000 199,000

その他 33,163 33,103

貸倒引当金 △213,302 △213,302

投資その他の資産合計 1,018,545 1,221,165

固定資産合計 1,089,912 1,291,788

資産合計 1,510,663 1,631,640
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 111,999 135,094

短期借入金 17,000 117,000

賞与引当金 1,784 －

未払金 28,193 31,620

その他 25,797 27,388

流動負債合計 184,775 311,102

固定負債

退職給付引当金 8,387 8,667

資産除去債務 15,169 15,259

その他 69,994 69,478

固定負債合計 93,551 93,405

負債合計 278,326 404,507

純資産の部

株主資本

資本金 2,119,000 2,119,000

資本剰余金 1,896,652 1,896,652

利益剰余金 △2,780,791 △2,786,139

自己株式 △1,559 △1,568

株主資本合計 1,233,301 1,227,944

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,164 △811

その他の包括利益累計額合計 △1,164 △811

新株予約権 200 －

純資産合計 1,232,337 1,227,133

負債純資産合計 1,510,663 1,631,640
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 183,910 213,853

売上原価 156,682 182,999

売上総利益 27,227 30,853

販売費及び一般管理費 ※1
 239,584

※1
 237,190

営業損失（△） △212,356 △206,336

営業外収益

受取利息 85 56

受取配当金 325 138

持分法による投資利益 202,473 202,325

その他 197 5,083

営業外収益合計 203,082 207,604

営業外費用

支払利息 690 1,119

株式交付費 195 －

その他 56 －

営業外費用合計 942 1,119

経常利益又は経常損失（△） △10,217 148

特別利益

賞与引当金戻入額 1,794 1,784

貸倒引当金戻入額 75 283

特別利益合計 1,869 2,067

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11,914 －

減損損失 6,174 5,775

特別損失合計 18,089 5,775

税金等調整前四半期純損失（△） △26,437 △3,559

法人税、住民税及び事業税 △6,995 1,788

法人税等合計 △6,995 1,788

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △19,441 △5,347

四半期純損失（△） △19,441 △5,347
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 △19,441 △5,347

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,296 352

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,006 1,390

その他の包括利益合計 △2,302 1,743

四半期包括利益 △21,744 △3,604

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △21,744 △3,604
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △26,437 △3,559

減価償却費 5,941 2,656

減損損失 6,174 5,775

賞与引当金の増減額（△は減少） △249 △1,784

貸倒引当金の増減額（△は減少） 207 △283

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 280

前払年金費用の増減額（△は増加） 76 －

受取利息及び受取配当金 △411 △194

雑収入 △197 △5,083

雑損失 56 －

支払利息 690 1,119

持分法による投資損益（△は益） △202,473 △202,325

株式交付費 195 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11,914 －

売上債権の増減額（△は増加） 71,305 △8,092

たな卸資産の増減額（△は増加） 906 △36,747

仕入債務の増減額（△は減少） △22,046 23,094

未払金の増減額（△は減少） 4,600 4,863

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,461 3,090

その他の固定資産の増減額（△は増加） 6,302 59

その他の流動負債の増減額（△は減少） 78,709 1,893

その他の固定負債の増減額（△は減少） △78,308 －

小計 △144,503 △215,238

利息及び配当金の受取額 386 49

利息の支払額 △164 △128

法人税等の支払額 △1,417 △3,507

営業活動によるキャッシュ・フロー △145,699 △218,826

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,716 △9,125

匿名組合出資金の払戻による収入 87,465 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 76,748 △9,125

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 100,000

自己株式の取得による支出 △2 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △2 99,990

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △68,953 △127,961

現金及び現金同等物の期首残高 411,707 170,799

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 342,754

※1
 42,838
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【継続企業の前提に関する事項】

当社グループは、電機事業が長期にわたり厳しい事業環境下にあることから、前々連結会計年度44百万円、前連結

会計年度30百万円の当期純損失を計上、当第２四半期連結累計期間においても、電機事業からの売上高213百万円に

よる売上総利益30百万円から販売・管理費を差し引き営業損失は206百万円、これに堅調な投資事業からの持分法

投資利益202百万円を計上し、四半期純損益では５百万円の損失となっております。

　　

第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は42百万円を確保しておりますが、向こう1年間の資金

収支状況から当連結会計年度第３四半期中に資金確保が必要となる予定であります。現在、当社グループの事業内

容や成長性に興味をもつ投資家と資金調達に関する話合いを行っておりますが、具体的な条件の合意には到ってお

らず、投資家との交渉如何によっては、当社グループの資金繰りが厳しくなる可能性があります。　

当該状況により、現時点においては、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在し

ております。

　当社グループでは当該事象を解消すべく、以下の対応を進めております。

　

①　資本政策実行計画の具体化

前々連結会計年度におきまして、当社は新株予約権行使により総額490百万円の資金調達を行っておりますが、当

年度第３四半期を目処として、新株予約権の発行等の直接調達の実施を行う予定でおります。当社グループの事業

内容や成長性に興味をもつ投資家がおりますので、早急に条件の合意を得て資金調達の実施を図ります。

　

②　投資収益の極大化

持分法適用会社であるＤＷグループからの持分法投資利益は、震災や円高による影響が懸念されたものの、前第

２四半期連結累計期間202百万円に対し当第２四半期連結累計期間は202百万円と堅調に推移いたしました。ブラン

ド品リサイクル事業が高収益であることから、同事業の更なる展開による投資収益の極大化を図るとともに、当社

のリソースを活用しアジアの企業家と新たに投資案件を発掘・開発することにより、アジアの高成長を取り込み収

益基盤の向上を目指します。　

　

③　電機事業部門の再構築　

省電力・環境対応型製品を中心とする新規顧客開拓による売上げの増加、予算管理の徹底、選別受注、在庫管理の

強化、製造経費削減、販売強化により粗利益の増加を図ります。

　

　以上の対応を進め、当該状況の解消、改善を図って参りますが、資金調達や新規事業の開発には、投資家や事業パー

トナーとの交渉を要することから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

  １　受取手形裏書譲渡高 495千円   １　受取手形裏書譲渡高 1,632千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

　※１　販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　※１　販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

支払手数料 35,345千円

給料賃金 37,077 

役員報酬 46,920 

退職給付費用 3,427 

役員退職慰労金引当金繰入額 1,728 

賞与引当金繰入額 1,171 

減価償却費 5,941 

支払手数料 31,849千円

給料賃金 36,111 

役員報酬 45,334 

退職給付費用 2,816 

役員退職慰労金引当金繰入額 ―  

賞与引当金繰入額 ―  

減価償却費 2,656 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 (平成22年９月30日現在）　  (平成23年９月30日現在）　

現金及び預金勘定 342,754千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 342,754千円 

　

現金及び預金勘定 42,838千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 42,838千円 

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 
報告セグメント 調整額

（注）
合計

電機事業 投資事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 183,910 ― 183,910 ― 183,910
セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ―

計 183,910 ― 183,910 ― 183,910

セグメント損失（△） △2,852　 △4,367　 △7,219　 △205,136　 △212,356　

（注）１．セグメント損失の調整額△205,136千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。

　２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 
報告セグメント 調整額

（注）
合計

電機事業 投資事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 213,853 ― 213,853 ― 213,853
セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ―

計 213,853 ― 213,853 ― 213,853

セグメント利益及び損失（△） 1,032　 △3,511　 △2,479　 △203,856　 △206,336　

（注）１．セグメント損失の調整額△203,856千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。

　２．セグメント利益及び損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

(1）１株当たり四半期純損失金額（△） △0円5銭 △0円2銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（△）（千円） △19,441 △5,347

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（千円）
△19,441 △5,347

普通株式の期中平均株式数（株） 342,103,219 342,102,201

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

（注）第102期第２四半期連結累計期間及び第103期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益

金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額のため記載しておりません。　

　

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月14日

森電機株式会社

取締役会　御中

明誠監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西谷　富士夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　梅原　　剛　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている森電機株式会社の平成

23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成23年7月1日から平成23年9月30日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。　

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、森電機株式会社及び連結子会社の平成23年9月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。　

　

強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当第2四半期連結累計期間において206百万円の営業損失、5

百万円の四半期純損失を計上している。また、当第2四半期末における現金及び現金同等物は42百万円を確保しているが、当

連結会計年度第3四半期中に資金確保が必要となる予定である。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する

対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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